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近年の労働・雇用に係る若年者層の就業力低下が社会的課題となっている。この事象は，わ
が国だけではなく，グローバルな見地からも同様の動向が確認される。この事象を受けて，近
年全国各地で若年者層の就業力支援事業が展開され，その事業が新たなビジネスと化している
事象もある。就職支援事業が活発化する一方で，依然北海道の就職内定率は，全国的低水準に
ある。
就業力育成支援事業の体系化が実効性を高めることができない要因として，その体系化が構
造論重視になっていることを指摘するものである。筆者は，就職準備期にある若年者層の就業
力育成には，自らの能力を自己管理し，評価しうる管理体系化が必要であり，現況の産官学民
の就業力育成支援体系化に組み入れることで実効性を増すと考える。
本研究は，若年者層のキャリア形成過程には，自律支援型自己管理体系化が重要な意義をも
つ，という命題を掲げ，北海道内高等学校を無作為抽出し，１６２校に調査票を送付した。本研
究を通じて，高校のキャリア教育は模索期にあり，①組織ごとにキャリア教育に対する認識の
乖離が大きく，キャリア教育が確立されていないこと，②インターンシップ受け入れに対する
企業支援が少なく，キャリア教育の現場に即した指導・支援を得る機会が難しいこと，③キャ
リア教育を設定するための時間的，人員的諸問題を抱えていること，④キャリア教育の位置づ
けが曖昧であり，評価体系が整備されていないこと，が明らかとなった。この事象は，短期大
学でも同様であり，全入時代にある現代，大学全体にも同様の課題を抱えており，現代は，
キャリア教育の教育課程導入に向けた試行段階にあるといえる。
キャリア形成過程は，個々人の成長過程の連続的時間系列で示されるものであり，筆者はそ
のキャリア形成を連続的に管理しうる社会的体系化を構築することが急務であると考える。北
海道内の知財を有効活用し，共有し合える体系化を構築すること，そしてその体系化に就職準
備期にあたる生徒・学生が自律的立場で自らのキャリア形成課程を管理・評価しうる仕組みづ
くりを行うことによって，全体的なキャリア教育の実現があると考える。そして，自律型管理
体系化の実現は，個々の教育機関では対応しきれない領域を補完し合うことを可能とする。
なお，筆者は，本研究を定量調査で推進したため，今後，各高等学校の諸先生や大学，行政
等関係各位のご高見を賜りながら，実効性を生む自律支援型の管理と評価の体系化に取組んで
いく所存である。
キーワード：キャリア教育の概念・キャリア形成過程・管理と評価手法・自律支援
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Ⅰ．問題の所在
近年，労働・雇用に係る若年者層の就業力低下が顕著
であり，社会的課題となっている。この施策として，産
官学連携によるさまざまな就業力育成支援を展開し，新
たにビジネス化されている事象もある。しかし，北海道
の就職内定率は，依然全国レベルにおいて低水準にあ
る。就業力育成支援事業の現状は，都心を中心とした事
業であり，道内全体の就職内定率に実質結びついていな
い。
また，支援体制が体系化され，各種支援事業が各所で
展開されても，求職者および労働者自身の自立心が高ま
らなければ，実効性は低いといえる。
筆者は，これまでの派遣労働形態に関する研究を通じ
て，派遣労働者自身のキャリア形成過程における自己管
理体系を構築する必要性があることを明らかにしてい
る。
エリクソン（Erikson，E．H．）は，人間の発達段階を
８段階で示し，それぞれの段階で起こりうる心理的社会
的危機（pychosocial crisis）を発達段階の課題として示
している。エリクソンが示す青年期の心理的社会的危
機は，肯定的側面アイデンティティ（identity）と否定
的側面アイデンティティ拡散（identity diffusion）が共
存する中で，これまで有していた自身の価値観がさまざ
まな経験によって揺らぎ始める，この揺らぎを危機と
し，発達段階の課題と唱えている。この心理的社会的危
機について，スーパー（Super，D．E．）は，自己探索の
過程とし，家庭や学校という自動的構成員の立場から自
らの帰属する場所を探し始める時期とし，ミラー＝
フォーム（Miller，D．C．and Form，W．H．，１９５１）の
生活段階の社会学的分類による「就業準備 期
（Preparatory Work Period）」を引用して示している。
また，この就業準備期にあたる段階について，ウィリア
ムズ（Williams，W．M．）は，経済的社会化過程のうち
の仕事以前の社会化と唱えている。仕事以前の社会化
は，仕事を手段とするか，あるいは目的とするか，仕事
に向かう態度を示している。家庭や学校などで培われた
職業意識の発達や自身の役割適応の検討段階といえる。
自身の価値観のゆらぎ，これからどういう進路を辿る
のが最適か帰属先への模索期にある学生（生徒）が，自
らの方向性を示すことができないまま卒業を迎え，自身
の居場所を見つけられなくなると，エリクソンが示す学
童期の否定的側面劣等感に苛まれる危機に逆行すること
となる。また，グローバル化社会が個の価値観を重視し
た多様性社会を促進させている現代，アイデンティティ
を形成する重要な時期に社会と遮断されたまま無職の時
期を長く過ごすことは，私的領域のみに依存することを
意味し，社会的役割行動の機会を失うこととなる。
本研究において，労働可能年齢者層の初期段階（１５歳
～１８歳）にある高校のキャリア教育の現状と課題を明ら
かにすることは，北海道という地域性を加味した検討が
可能となると共に，近年の文科省が提言する大学・短
大，高校における教育課程にキャリア教育を組み入れる
重要資材となる。
本研究を通じて，北海道の高校におけるキャリア教育
の現状を明らかにし，発達段階の課題にいかに取組んで
いるか考察していく。
Ⅱ．調査について
１．キャリア教育の概念
本研究では，キャリア教育の概念について，文部科学
省が定義づけている「一人ひとりの社会的・職業的自立
に向けて必要な能力等を育てる教育」を採用している。
また，キャリアの考え方として，文部科学省は，
「キャリアが個人と働くことの関係の上に成立する概
念」として，「個人がその学校生活，職業生活，家庭生
活，市民生活等のすべての生活の中で経験する様々な立
場や役割を遂行する活動として幅広く捉えることができ
る」としている。いわば，キャリアは，連続的な時間系
列で示されるものであり，断片的なものではないことが
確認される。本研究対象である高等学校で推進される
キャリア教育の延長線上には大学におけるキャリア教育
があり，その空間を共有される家庭や地域等の関係が連
動する。スーパーの言葉を引用すれば，「働く世界の現
実を考慮に入れてうまく形成された自我概念は，曖昧な
非現実的な自我概念よりも，学校から労働への移行を容
易にする。ここにこそ教育の主目標がある」のである。
本研究では，高等学校のキャリア教育の調査項目とし
て，「生徒―教育機関―地域社会の関わり」と生徒個人
の職業能力の一部として記号化される「資格取得」を取
り上げ，「インターンシップ・資格取得・地域交流活動」
を調査軸に掲げた。
２．調査方法
本研究は，定量調査により推進した。２０１０年３月道内
高校を無作為に抽出し，１６２校に調査票を送付した。そ
の回答率は，７９校の回答を得て，４８．８％であった。サ
ンプルとしては大きくはないが，今後の基礎データとし
て充分な回答を得られたと認識している。
調査票は，①教科目を通じたキャリア教育の実施状況
とその評価法について，②資格取得指導にかかる指導体
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図表１ 実施状況一覧
図表２ 成績評価への反映
制とその評価法について，③地域交流活動の実施状況と
その評価法について，の３項目を調査軸に掲げ，キャリ
ア教育の体系化を考察した。
なお，調査票記載方法は，自由記入欄の項目以外は，
マークシート形式を採用した（巻末付録参照）。分析に
あたっては，調査票送付対象の道内地域各所および地域
所在学校数，その専門性にばらつきがあり，地域ごとの
普通科・商業科・工業科・水産科など専門性を加味した
比較値とするサンプル数が得られなかったこと，そして
地域および各専門学科をリンクさせることにより高校が
特定されることから，本研究では総合的な分析データと
して取り扱った。
Ⅲ．キャリア教育に関する調査分析
当稿では，調査軸「インターンシップ・資格取得指
導・地域交流活動」に係る調査項目として，①実施体
制，②評価の有無と評価方法，③成績評価への反映につ
いて，を設定した。これは，指導の継続性の度合いを考
察するための時系列項目として組み入れた。
本調査において，インターンシップ・資格取得指導・
地域交流活動における実施率は，図表１に示す結果を得
た。インターンシップの実施率は９２．４％と高い数値を示
す一方で，その実施体制は，特定学科限定による実施
（５１．９％）および希望学生のみ実施（３２．９％）を合わせ
て８割強を占めており，全学的に実施しているケースが
低い（６．８％）ことが明らかとなった。
地域交流活動における全学的実施率は２３．１％であり，
インターンシップの全学的実施率６．８％に比して高い数
値を示した。これは，実習先確保の難しさや指導時間を
充分設定できないインターンシップに対して，地域交流
活動は，既存カリキュラム内で総合学習を意図した柔軟
に行動しうる科目設定の存在が大きく反映された数値と
捉えられる。なお，特定の学科ごと等のインターンシッ
プ実施率は，５１．９％と過半数強の数値を示し，さまざま
な課題を抱えつつも何らかの形でインターンシップが実
施されている高校側の努力が伺える結果を得た。イン
ターンシップや地域交流活動は，経験知を蓄える実践の
機会であり，全体的な実施率を高めていくことが大きな
課題といえる。
資格取得指導にあっては，全学的に実施しているのは
５９．１％であり，一部の高校では全学的な指導と併せて特
定学科およびコースにて指導にあたっているケースも
あった。
評価については，インターンシップや地域交流活動に
関する設定科目内で評価している高校は少数であり，殆
どが成績評価と一線を画していた。資格取得について
は，設定科目内での評価を行っている高校と，成績評価
への関係性を考慮しない高校が二分される結果となった
（図表２）。
地域交流活動における評価については，殆どの高校が
成績に反映しない形で実施している（７１．１％）ことが明
らかとなった。なお，何らか別途評価項目を設定してい
るケースは１８．４％であり，その設定内訳は，①特定科目
の一環として実施し，その評価を総合評価として個別に
評価しているケース（７．９％），②地域交流活動の目的が
達成されれば参加学生公平に統一評価するケース
（１０．５％）であった。
キャリア教育は，若年者層のキャリア形成過程をいか
に築いていくかを示すものであり，キャリア教育のカリ
キュラム化促進が叫ばれて間もない今日にあって，現況
は模索期にあるといえる。
本研究の調査３軸インターンシップ・資格取得指導・
地域交流活動における各々実施状況と課題は，次のとお
りである。
（１）インターンシップ
インターンシップの実施状況に関する調査について，
実施している場合の対象は，①全学的取り組みか否か，
②全学生もしくは希望学生のみか，そして③実施期間と
人数，④実習内容と評価の主体について，企業か高校の
どちらが設定しているか，⑤評価シートは高校独自作成
か，企業委託しているか，⑥その評価が成績に反映され
ているか否か，⑦実習事前事後のフォロー指導の有無と
その体制について回答を得た。
高等学校のインターンシップ期間は，２日から３日の
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図表３ インターンシップの評価方法
図表５ 資格取得の必要性
短期間で実施している高校が殆どであり，主に２年生を
主体として実施していることが確認された。インターン
シップ先同一箇所への生徒の割当数については，２人か
ら４人を割り当てて実施している高校が６３．０％であり，
次いで一カ所生徒一人の割当をしている高校は２６．０％で
あった。企業規模によっては，１０名近くを受け入れてい
ることも確認された。しかし，受入先ついては，①生徒
の希望に沿った受入先の確保が困難であること，②地域
によっては近隣全てが親族関係もしくは顔見知りという
実習環境下にあり，緊張感がないことが危惧される声も
地方特有の課題として挙げられた。
実習内容については，実習先に任せている高校７１．２％
であり，高校と実習先の話し合いで決定している高校
２７．４％という数値であった。なお，高校側で実習内容を
検討し，その内容を企業に依頼している高校は，わずか
１．４％であった。実習内容について，実習先の意向を重
視している一方で，評価方法については，高校側が独自
で作成した評価シートに基づいて企業側が実習生別に記
載する手法を採用している高校が４１校あり，５６．２％の数
値を示した（図表３）。
本調査を通じて，インターンシップを実施している高
校７３校のうち６５校は，何らかの実習評価を行っているこ
とが明らかとなった。しかし，成績評価に反映していな
い高校が４７校あり，６４．４％という数値を示した（図表
２）。高校側によると，実習評価を成績評価に反映させ
ていない事象は，企業によって評価基準が異なっている
ことが要因とされる。そのため，実習に出向いた学生に
企業評価を伝えていない現状も明らかとなった。
インターンシップ終了後のフォローについては，実習
生全体が４０．０％，実習生個別指導が２３．３％であった。そ
の他教員の裁量で実施している高校は１６．４％であり，
フォローを行っていない高校は２０．５％という結果を得
た。高校側によると，報告会等による事前指導や終了後
のまとめ，受入先への礼状作成などをフォロー指導とし
て実施していることが明らかとなった。本来，生徒個々
に即した個別指導を行うことは理想的であるが，現状担
当教員の負担となり，実習を廃止する声があがっている
ことも確認された。
インターンシップに係る課題として次の３点が共通課
題として明らかとなった。
①実習先の確保
②実習期間
③指導体制
（２）資格取得指導
資格取得指導体制について，普通科高校でも全学的取
組がなされていることが明らかとなり，資格指導が商
業・工業・水産等のような専門性に影響が及ぶものでは
ないことが確認された（図表４）。
また，資格取得指導の必要性について，高校の年代が
最も資格取得に取り組む年代であると考える回答は
１５．２％に留まり，進路別に資格取得指導することが大切
であるという回答が６７．１％という結果を得た（図表５）。
この結果は，進路指導への影響に関する調査にも反映
されている。資格取得を進路指導に反映させている高校
５８．６％に対して，進路指導に左右されるものではないと
する回答５６．９％を示し，相反する回答に複数回答があっ
た。この背景には，国家資格であれば個人の自信に繋が
るという見解がある一方で，資格取得は専門知識を深め
ていく手段であり，その学習過程で学ぶ意義があるとい
う見解が加味された高校側の姿勢がある。
資格取得に係る指導においても，組織ごとの認識の乖
離が大きく影響していることが伺える結果となった。
（３）地域交流活動
地域交流活動の実施状況は，何等かの形で実施してい
る高校は４８．１％であり，先述のとおりインターンシップ
実施率９２．４％に比して低い数値であった。しかし，地域
交流活動における全学的に実施している比率は，イン
図表４ 資格取得に関する科目設定
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図表６ 地域交流活動の評価法
図表７ 地域交流活動の必要性
ターンシップ６．８％に対して２３．１％と高い数値を示した。
この結果は，実施体制からその背景を捉えることができ
る。
地域交流活動の実施体制は，主に総合的な学習を活用
することによって学年・学科ごとの全学的体制をとって
いる。また，一部の高校では学校全体で部活（サーク
ル）に参加させ，年数回ボランティア活動を実施してい
るケースもあった。希望者や一部の特定学科等による実
施比率が高いインターンシップとは異なり，教育課程
「総合的な学習」を活用した地域交流活動が全学的指導
比率を高めたといえる。
この地域交流活動の評価については，評価対象から除
外して実施している高校が大半であった（図表６）。
一部の高校にあっては，特定科目の一環として実施
し，総合評価として個別に評価している高校は７．９％，
地域交流活動の目的が達成されれば参加学生に対して公
平な評価を行っている高校は１０．５％の結果を得た。ま
た，評価対象から除外して実施している高校は，７割強
であった。
この結果は，高校側の地域交流活動の必要性に関する
調査結果にも反映された結果を得た（図表７）。
地域交流活動の必要性について，一層重要な位置づけ
となる（２１．５％）と考える一方で，正規カリキュラム以
外の時間的余裕がない状況にあり（３０．４％），柔軟に対
応することが望ましい（４１．８％），という複数回答を得
た。また，少数ではあったが，地域交流活動は必要ない
（２．５％）とする回答があり，これは進学指導で充分と
いうものであった。
地域活性化が叫ばれる中で，各地域でさまざまな活動
が展開され，高校生の地域貢献も広く取り上げられてい
る。地域交流活動について，重要性を認識しながらも時
間的余裕がなく，当調査の所見にも掲げられていたよう
に，一校で対応するには限界があるという課題が示され
る結果となった。高校において，生徒たちが地域交流活
動を通じて経験知を高める機会の提供として，地域社会
における活動支援体系化が望まれる。
Ⅳ．高等学校が抱えるキャリア教育の課題
本研究調査を通じて明らかとなった主な課題は，①経
験知を蓄える実践の機会の提供として，全学的に推進す
る指導体制が整備されていないこと，②生徒個々の実績
が成績に反映されておらず，評価体系が確立していない
こと，の２点である。
指導体制の課題には，受入先確保や実習期間に係る外
部的要因と併せ，担当教員の時間と労力に係る負担等組
織的内部要因が存在する。指導体制が整備されていない
状況下では，評価体系が確立していないのは必然ともい
える。
指導体制および評価体系に係る具体的な課題は，次の
４点である。
①各高校における組織内（学科間・教員間）のキャリア
教育に関する認識の乖離が大きく，キャリア教育が確
立されていないこと
②インターンシップの受入れに対する企業支援が少な
く，キャリア教育の現場に即した指導・支援を得る機
会が難しいこと
③受験指導等によりキャリア教育を設ける時間的，人員
的課題が残り，困難であること
④キャリア教育の位置づけが曖昧であり，評価体系が整
備されていないこと
キャリア教育に関する認識の乖離が大きいことによ
り，組織内におけるキャリア教育の構築がなかなか進ま
ない状況がある。また，キャリア教育に携わる教員負担
が大きいという声も複数の高校から回答された。生徒一
人ひとりに合ったキャリアプランの必要性を感じ，実践
したものの手がかかり過ぎて，指導側の過剰な負担に
なっていることが確認された。
これらの課題を抱えながらも，限られた時間の中で試
行錯誤しながら実施されている現況が明らかとなった。
キャリア教育の体制が社会的にも，組織的にも整ってい
ない状況下で，懸命に取り組んでいる様相が伺える結果
を得た。いわば，教育機関にとって，文部科学省が定義
づけする「社会人・職業人として自立していくことがで
きるようにする教育」をいかに具体的化し，プログラム
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化するか，模索期にあるといえる。
本研究を通じて，筆者がこれまで推進してきた派遣労
働に関する研究で判明した管理と評価の体系化に関する
諸問題が，教育機関におけるキャリア教育推進に係る諸
問題と一部共有されることが確認された。それは，キャ
リア教育の自律支援型管理体系の構築である。
キャリア形成過程は，個々人の成長過程の連続的時間
系列で示されるものであり，そのキャリア形成過程を連
続的に管理しうる社会的体系化（家庭，学校，企業，地
域）が急務であると考える。キャリア教育を自律支援と
すれば，自律を促す自己管理型の「管理－評価」の体系
化の構築を図ることが臨まれる。
自己管理型「管理－評価」の体系化とは，自らの現況
の能力を認識し，次なる課程で何を学ぶべきか，何を身
につけるべきかを理解しうるキャリア教育の体系化の構
築である。そして，次なるステップが個々人の次なる目
標となり，目標管理と達成度が評価へと結びついていく
のである。
こうしたキャリア教育の体系化は，一教育機関ごとに
対応するには限界がある。地域で不足の知財は，さまざ
まな連携作用を構築して対応することで解消されるので
はないかと考える。北海道のように広範な地域にまたが
る場合，北海道としての各機関の知財を有効活用し，自
己管理のしくみを現存の就職支援事業体系に組み入れる
ことによって，地域格差を最小限に抑えられ，キャリア
教育の実効性が高まるのではないかと考える。
Ⅴ．お わ り に
本研究で明らかとなった北海道の高校におけるキャリ
ア教育に係る課題は，高校に留まらず短期大学にも匹敵
することであり，大学全入時代にある現代，労働可能年
齢者層全般に対応しうる要件である。若年者層の就業力
低下に係る施策が構造論を重視した支援体系になってい
ることから，就職活動の一歩を踏み入れられない生徒・
学生にとっては，経験知さえ蓄える機会を逃している。
筆者は，今回の調査を定量調査のみで推進したため，
今後，定質性を重んじ，自己管理型の管理と評価の体系
化に向けて，高等学校の諸先生をはじめ大学教育機関お
よび道内労働局や教育委員会等関係各位のご高見を賜り
ながら，道内知財の有効活用の可能性を模索し，課題対
応の検討を行う所存である。そして，キャリア教育にお
ける社会的体系化と自律支援型の管理と評価の体系化を
組み込んだ北海道のキャリア教育のモデル化を図ってい
く所存である。
筆者は，本研究を通じて，北海道所在高等学校のキャ
リア教育に関する課題が明らかとなり，重要な就職準備
期にあたる若年者層に対して，われわれが何をすべき
か，多くの資材を得ることができた。ご多忙の中，本調
査にご協力をいただきました高等学校の諸先生には書面
を拝借して御礼申し上げたい。
なお，本研究は，北翔大学北方圏学術情報センター生
涯学習研究部の研究助成を得て推進した。
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A Study of the Current Situation and Issue of Carrier
Education at Senior High Schools in Hokkaido
Tomoko TaguchiHokusho College Department of Liberal Studies
Abstract
The proposition of this study lies in that the selfmanagement systematization based on independence
supporting is very significant in the carrierformation process among young generationand questionnaire
papers were sent to  senior high schools in Hokkaido by randomsamplingThrough this study it was
revealed that the carrier education at senior high schools is still in the groping stage and was also revealed
thatevery educational institution has a widely different recognition toward carrier education and also
carrier education is not yet established and that few corporations accept internship system and
therefore students have fewer chances to have support and guidance relating to the working placesand
thatevery educational institution have such problems as the deficit of time and personneland that	
carrier education occupies an ambiguous position and it doesnt have a clear evaluation system This
tendency can also be applied to junior colleges and even universities share the same problemas practically
all the students enter them It could be said that the present time is in the trial stage when carrier
education is introduced into a school curriculum
The process of carrier formation should be shown in the consecutive time axis of the developing process
of each personand I think it urgent that the social systematization to manage carrier formation continually
be establishedI also think that two measuresnamely to establish the systematization we can share by
utilizing intellectual properties in Hokkaido effectivelyas well as to set up a system to control and evaluate
the students selfcarrier formation process by students themselves who are preparing for recruiting jobs
from the independent standpoint These measures lead to higher effectiveness of the whole carrier
educationMoreoverthe realization of independencesupportingtyped management systematization makes
it possible that the field which each educational institution cant correspond enough be completed
In the last placeI have propelled this study as a quantitative researchand therefore is determined to
study further the systematization of independencesupporttyped management and evaluation with the
courtesy of high school teachersuniversity professors and those concerned in administrations
Key words
concept of carrier educationcarrier formation process
management and evaluationindependence support
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